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1. 当行の概要(1１年3月末現在)1. 1. 当行の概要当行の概要((11１１年年33月末現在月末現在))

66.3%中小企業向け貸出金比率

Ａ－格 付 け ( J C R ) 

76店舗(75支店1出張所)店 舗 数

383億円資 本 金

1兆6,771億円預 金

81.7%預 貸 率 ( 平 均 残 高 )

1,406人従 業 員 数

9.67%

1兆3,394億円

1兆8,044億円

大正13年(1924年)4月5日

自 己 資 本 比 率

貸 出 金

設 立

総 資 産

首都圏1都5県76店舗

(75支店1出張所)

東京都 45店舗

茨城県 13店舗

栃木県 1店舗

埼玉県 5店舗

千葉県 3店舗

神奈川県 9店舗

首都圏1都5県76店舗

(75支店1出張所)

東京都 45店舗

茨城県 13店舗

栃木県 1店舗

埼玉県 5店舗

千葉県 3店舗

神奈川県 9店舗

茨城県,
15.4%

神奈川県,
10.3%

埼玉県,
5.9%

千葉県,
3.8%

栃木県,
0.8%

東京都,
63.4%

神奈川県,
8.7%

茨城県,
10.7%

東京都,
72.2%

栃木県,
0.7%

千葉県,
2.7%

埼玉県,
4.7%

会社概要 店舗ネットワーク

地域別預金残高比率 地域別貸出金残高比率
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2. 当行の特長2. 2. 当行の特長当行の特長

地元でお預かりした預金を地元のお客さまにご融資するという地域密着型の経営方針のもと、中小企業向け
貸出金を中心に運用を図る。

預貸率(平残)は地銀平均・第二地銀平均(末残)を上回る81.7%となる。

中小企業向け貸出金比率は前年度比0.5%増加し66.3%となる。

85.6 85.9 85.2 84.7

72.8
73.9

75.5

72.7

75.9 76.2 76.9 75.9

81.7
(▲3.0)

60

70

80

90

100

06 07 08 09 10

%

9,032 8,9888,981 8,816 8,885
(+69)

64.1 64.1 64.7

66.3
(+0.5)

65.8

5,000

10,000

06 07 08 09 10

50

60

70億円
%

高い中小企業向け
貸出金比率を維持

※全銀協「全国銀行財務諸表分析｣より作成、預貸率=貸出金末残÷預金等末残。

10年度の地銀・第二地銀平均は公表前のため未掲載。

預貸率の推移 中小企業向け貸出金の推移

狭地域・高密着経営の徹底

当行は、各店舗ごとの周辺地区を重点的に営業することで、「フェイス・トゥ・フェイス」のお付き合いを通じて、
お客さまとの関係強化を図る。

( )内は前年度比( )内は前年度比

地銀平均

当行

第二地銀平均

残高

貸出金比率



Ⅱ．10年度決算と
11年度計画について
ⅡⅡ．．1010年度年度決算決算とと

1111年度計画年度計画についてについて
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1. 10年度決算と11年度計画 (1)概況1. 1. 1010年度決算と年度決算と1111年度計画年度計画 (1)(1)概況概況

(単位：億円)

18

(△1)

95

(71)

△7

(△12)

77

(72)

84経 常 利 益

( 公 表 ベ ー ス )

△24

△6

313

312

△4

2

337

318

341

316

業 務 粗 利 益

( コ ア 業 務 粗 利 益 )

△18

△17

2

1

△5

△6

20

18

25

24

そ の 他 業 務 利 益

( う ち 国 債 等 債 券 損 益 )

△35△20△271542実 質 与 信 費 用

前 年 度 比前 年 度 比

13

21

3

17

1

(△37)

△38

△37

△20

14

△2

△5

う ち 株 式 等 関 係 損 益

う ち 不 良 債 権 処 理 額

役 務 取 引 等 利 益

資 金 利 益

55△44246当 期 純 利 益

0△22△211

33△113041

△38△9△55△46臨 時 損 益

134

(80)

3

(△13)

133

(117)

130業 務 純 益

( 公 表 ベ ー ス )

△53△16△151一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

80

78

△14

△8

117

98

131

106

実 質 業 務 純 益

( コ ア 業 務 純 益 )

23310219209経 費

1021210

3000305305

1 １ 年 度 計 画1 0 年 度 実 績0 9 年 度

実 績

期 別

区 分

※10年度と11年度計画については、前年度との連続性を保つため、一般貸倒引当金繰入額と個別貸倒引当金繰入額を相殺表示していません。

相殺表示した公表ベースは( )で表示しています。

※実質与信費用＝一般貸倒引当金繰入額＋不良債権処理額－償却債権取立益
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347 325 305
305
(0)

300
(▲5)

11
8

10 12
(+2)

10
(▲2)

1
3 25

20(▲5)
2(▲18)

313
(▲24)

337
(▲4)341337

360

0

200

400

600

07 08 09 10 11計画

億円 資金利益 役務利益

その他業務利益 業務粗利益

1. 10年度決算と11年度計画 (2)業務粗利益1. 101. 10年度決算と年度決算と1111年度計画年度計画 (2)(2)業務粗利益業務粗利益
10年度の業務粗利益は、資金利益が横ばい、役務利益が2億円増加したものの、国債等債券損益等による
その他業務利益が5億円減少したことから、前年度比4億円減少し337億円。

11年度の業務粗利益は、預貸金利鞘の縮小による資金利益が前年度比5億円減少、原則として国債等債券損
益を見込まないためその他業務利益が18億円減少すること等から、前年度比24億円減少し313億円となる
見込み。

業務粗利益の推移 業務粗利益の増減要因

10

年度
11

年度

▲5

▲18資
金
利
益 そ

の
他

0 337

313

( )内は前年度比

09

年度

341
＋2

▲5

役
務
利
益

資
金
利
益

役
務
利
益

そ
の
他

▲13

+2
▲6

貸
出
金
利
息

有
価
証
券
利
息

預
金
利
息

▲14

▲14

0

貸
出
金
利
息

有
価
証
券
利
息

預
金
利
息

要因分析 要因分析

億円

▲2

プ
ラ
ス
要
因

マ
イ
ナ
ス
要
因

プ
ラ
ス
要
因

マ
イ
ナ
ス
要
因
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1. 10年度決算と11年度計画 (3)経費・コアOHR1. 1. 1010年度決算と年度決算と1111年度計画年度計画 (3)(3)経費・経費・コアコアOHROHR

経費・コアOHRの推移

10年度の経費は、派遣パートの直接雇用等による人件費7億円増加、アウトソーシング契約の見直し等によ
る物件費3億円増加等により前年度比10億円増加し219億円、コアＯＨＲは、2.7%増加し68.9％。

11年度の経費は、人件費8億円、物件費5億円増加等により前年度比14億円増加し233億円、コアOHRは、
5.8%増加し74.7%となる見込み。

111 119 111

91 92
88

212
221 209

219
(+10)

233
(+14)

126
(+8)

118
(+7)

96
(+5)

91
(+3)

10
9

10
9

(▲1)

10
(+1)

59.1

66.1 66.2

74.7
(+5.8)68.9

(+2.7)

0

100

200

300

400

07 08 09 10 11計画

億円

0

20

40

60

80

%

( )内は前年度比

人件費

物件費

税金

経費

コアＯＨＲ
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1. 10年度決算と11年度計画(4)ｺｱ業務純益と実質与信費用11. . 1010年度決算と年度決算と1111年度計画年度計画(4)(4)ｺｱｺｱ業務純益業務純益と実質与信費用と実質与信費用

78
(▲20)

98
(▲8)

113 106

147

42

239

▲20
(▲35)

15
(▲27)

42

-50

50

150

250

億円

 07           08          09          10       11計画

10年度のコア業務純益は、経費が10億円増加したこと等から、前年度比8億円減少し98億円。11年度は、
資金利益が5億円減少、経費が14億円増加する見込みであること等から、前年度比20億円減少し78億円と
なる見込み。

10年度の実質与信費用は、前年度比27億円減少し15億円。11年度は、前年度比35億円減少し△20億円
を見込む。

(億円)

コア業務純益と実質与信費用の推移 実質与信費用の内訳

△201542実質与信費用(①+②-③)

0

30

33

△53

1 1 年
度 計 画

償 却 債 権 取 立 益 ③ 00

928うち個別貸引純繰入額

う ち バ ル ク 売 却 損 等

3041不 良 債 権 処 理 額 ②

8

1

09年度

16

△15一 般 貸 引 繰 入 額 ①

10年度

※10年度および１１年度計画については、前年度との連続性を保つため、

一般貸倒引当金繰入額と個別貸倒引当金繰入額を相殺表示していません。

※実質与信費用＝一般貸倒引当金繰入額＋不良債権処理額－償却債権取立益

コア業務純益

実質与信費用

( )内は前年度比
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1. 10年度決算と11年度計画 (5)経常利益・当期純利益1. 101. 10年度決算と年度決算と1111年度計画年度計画 ((55))経常利益・当期純利益経常利益・当期純利益

84
95

(71)

△ 150

114
77

(72) 5566
4246

△ 91

△ 200

△ 100

0

100

07 08 09 10 11計画

億円

10年度の経常利益(※)は、業務純益が3億円増加、臨時損益が9億円減少したため、前年度比7億円減少し
77億円。当期純利益は、前年度比4億円減少し42億円。

11年度の経常利益(※)は、業務純益が1億円増加、臨時損益が17億円増加する見込みであることから、経
常利益は前年度比18億円増加して95億円。当期純利益は、前年度比13億円増加し55億円を見込む。

11年度の配当金は、10年度に引き続き1株当たり8円を予定。

経常利益･当期純利益の推移

※10年度と11年度計画については、前年度以前との連続性を保つため、一般貸倒引当金繰入額と個別貸倒引当金繰入額を相殺表示していません。

当期純利益

経常利益
公表ベースは( )で表示しています。
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２.利鞘の状況 (1)貸出金利回り(国内)２２..利鞘の状況利鞘の状況 (1)(1)貸出金利回り貸出金利回り((国内国内))

2.64
2.57

2.39

2.17 2.12

1.94

2.35
(▲0.04) 2.23

(▲0.12)

2.20

2.37
2.44

1.0

2.0

3.0

07 08 09 10 11計画

%

※参考 全銀協「全国銀行財務諸表分析」。10年度の地銀・第二地銀平均は公表前のため未掲載。

貸出金利回り(国内)の推移

10年度の貸出金利回り(国内)は、他行との競合等の影響により、前年度比0.04%低下し2.35%。

11年度の貸出金利回り(国内)は、前年度比0.12%低下し2.23%を見込む。

( )内は前年度比

第二地銀平均

当行

地銀平均
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2. 利鞘の状況 (2)預貸金利鞘(国内)2. 2. 利鞘の状況利鞘の状況 (2)(2)預貸金利鞘預貸金利鞘((国内国内))

2.64

2.57
2.39 2.35

(▲0.04)
2.23

(▲0.12)

1.42
(+0.06)

1.36
(+0.05)1.311.371.31

0.130.170.260.350.32
0

1

2

3

4

07 08 09 10 11計画

%

預貸金利鞘(国内)

10年度の預貸金利鞘(国内)は、貸出金利回りが前年度比0.04%低下、経費率が0.05％上昇した一方、預金
利回りが0.09%低下したことにより前年度比横ばいの0.81%。

11年度の預貸金利鞘(国内)は、貸出金利回りが0.12%低下、経費率が0.06%上昇、預金利回りが0.04%低
下することにより、前年度比0.14%低下し0.67％となる見込み。

( )内は前年度比

1.01 0.84
0.81 0.81

(0.00)
0.67

(▲0.14)

(▲0.09) (▲0.04)

貸出金利回り

預貸金利鞘

経費率

預金利回り
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2. 利鞘の状況 (3)預貸金利鞘(国内)と実質与信費用比率2. 2. 利鞘の状況利鞘の状況 ((33))預貸金利鞘預貸金利鞘((国内国内))とと実質実質与信費用比率与信費用比率

0.84 0.81
0.81

(0.00) 0.67
(▲0.14)

1.01

▲0.15
(▲0.26)

0.11
(▲0.20)

0.31

1.75

0.31

-1

0

1

2

3

07 08 09 10 11計画

%

※ 実質与信費用比率＝(一般貸倒引当金繰入額＋不良債権処理額－償却債権取立益)÷貸出金平均残高。

預貸金利鞘(国内)と実質与信費用比率の推移

10年度の実質与信費用比率は、預貸金利鞘内に収まる0.11%。

11年度の実質与信費用比率は、▲0.15%となる見込み。

( )内は前年度比

預貸金利鞘

実質与信費用比率
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3. 貸出資産の状況 (1)与信先の分散化3. 3. 貸出資産の状況貸出資産の状況 (1)(1)与信先の分散化与信先の分散化

944 941
813

1,099

822

(+9)

7.7

6.7 6.7
6.0 6.1

(+0.1)

5,000

10,000

15,000

06 07 08 09 10

0

5

10

15

億円 %

与信先の分散化に取り組み、10年度における上位20先の与信額が総与信額に占める割合は6.1%。

上位20先の占める与信額の推移

( )内は前年度比

上位20先の与信額
上位20先を除く与信額

上位20先の割合

14,164 14,075 13,949
13,430 13,441

(+11)

総与信額
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3. 貸出資産の状況 (2)信用リスク管理の強化3. 3. 貸出資産の状況貸出資産の状況 (2)(2)信用リスク管理の強化信用リスク管理の強化
09年10月、要管理先以上を対象に、個社別クレジット・リミットの見直し、特定業種向けクレジット・リ
ミットの設定を実施し、与信集中リスクを回避。

以降、クレジット・リミット超過先は徐々に減少、適切な管理が行われている。

個社別、特定業種向けクレジットリミットの状況

ク レ ジ ッ ト ･ リ ミ ッ ト 超 過 先 ( 先 数 )

対 象 業 種 別 残 高 ( 億 円 )

100909中間
ク レ ジ ッ ト ･ リ ミ ッ ト対 象 業 種

個社別クレジット・リミット

新 興 デ ベ ロ ッ パ ー

上 場 デ ベ ロ ッ パ ー 1231091441 5 0 億 円 以 内

4133915845 0 0 億 円 以 内特 定 不 動 産 業

特定業種向けクレジット・リミット(要管理先以上を対象)

161

292

145

131

15

37

09

178

217

160

200

18

40

09中間

154

221

114

160

16

36

1 5 0 億 円 以 内

2 0 0 億 円 以 内消 費 者 金 融 業

2 0 0 億 円 以 内総 合 リ ー ス 業

1 5 0 億 円 以 内パ チ ン コ ホ ー ル

１ ０ 億 円 以 内要 注 意 先 ( 1 0 億 円 超 )

２ ０ 億 円 以 内正 常 先 ( 2 0 億 円 超 )

10
ク レ ジ ッ ト ･ リ ミ ッ ト債 務 者 区 分
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3. 貸出資産の状況 (3)不良債権の状況3. 3. 貸出資産の状況貸出資産の状況 (3)(3)不良債権の状況不良債権の状況

238 206

80 82

196
205

307 279

157
142

505

375

592
554

892

737

497
(▲240)

70
(▲12)

211
(▲68)

215
(▲160)

0

1,000

06 07 08 09 10

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

危険債権

要管理債権

億円

金融再生法開示債権の推移

10年度の金融再生法開示債権は、前年度比240億円減少し497億円となる。

金融再生法開示債権比率は、前年度比1.7％減少し3.7％。部分直接償却実施後では1.1%減少し3.0％。

金融再生法開示債権比率の推移

4.1
3.9

5.4

6.3

3.7
(▲1.7)

3.5

5.1

3.6

3.0
(▲1.1)

4.1

3.8

3.0

4.0

2.7
2.4

(▲0.3)

0

5

06 07 08 09 10

開示債権比率

部分直接償却後(試算)

開示債権比率(不動産売買業以外、部分直接償却後)

%
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3. 貸出資産の状況 (4)自己査定における債務者区分3. 3. 貸出資産の状況貸出資産の状況 (4)(4)自己査定における債務者区分自己査定における債務者区分

08年度の不動産売買業者の大型倒産以降、破綻先、実質破綻先、破綻懸念先は減少。

08年11月の条件緩和債権の判定基準の緩和、09年12月の円滑化法施行以降、要注意先は増加。

自己査定における債務者区分残高の状況

(＋11)

(＋156)

(＋91)

(△9)

(＋83)

(△68)

(△30)

(△130)

14,075

12,223

1,271

231

1,503

205

77

65

07

95125169125実 質 破 綻 先

100908

要管理先以外の要注意先

要 管 理 先 798889262

2,1652,0821,9171,189要 注 意 先

13,430

10,692

1,994

279

250

13,949

11,220

1,828

307

335

13,441

10,848

2,085

211

120

926

12,621正 常 先

14,164合 計

196破 綻 懸 念 先

31破 綻 先

06
自 己 査 定 に お け る

債 務 者 区 分

(億円)
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３. 貸出資産の状況 (5)貸出金期末残高の推移３３. . 貸出資産の状況貸出資産の状況 ((55))貸出金貸出金期末期末残高の推移残高の推移

10年度の貸出金末残は、前年度比12億円増加し1兆3,394億円となる。住宅ローン残高は140億円減少し
2,856億円。不動産売買業・消費者金融業の貸出金末残は、前年度比321億円減少し934億円。不良債権
償却・回収額は、前年度比7億円減少し259億円。

貸出金期末残高の推移

13,394(+12)13,886 13,38213,999

2,113

1,612
1,255

934

(▲321)

07 08 09 10

億円

156 109 266 259

( )内は前年度比

貸出金期末残高

不動産売買業・消費者金融業の貸出金期末残高

不良債権償却・回収額

(▲7)

3,296 3,214
2,996

2,856

(▲140)

住宅ローン残高
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3. 貸出資産の状況 (6)不動産業向け貸出金33. . 貸出資産の状況貸出資産の状況 ((66))不動産業向け貸出金不動産業向け貸出金

1,1181,402 821
(▲297)

1,740
1,575

3061
(+530)2,531

2,404
2,333

2,277

6.1
(▲2.2)

8.3

10.1
11.1

12.4

22.8
(+3.9)

18.9

17.3
16.6

16.1

0

1,000

2,000

3,000

4,000

06 07 08 09 10

0

10

20

30
不動産売買業(残高、左軸) 不動産賃貸業(残高、左軸)

不動産売買業(比率、右軸) 不動産賃貸業(比率、右軸)
億円

%

10年度の不動産売買業向け貸出金に対する比率は、前年度比2.2%減少し6.1%。

一方、地元のアパート・マンション等賃貸物件建設・取得資金を中心とした不動産賃貸業向け貸出金に対す
る比率は、3.9%増加し22.8%。

08年4月、本部に不動産業専門審査役２名を設置し、
より厳格な審査・管理を行う体制を構築。

09年10月、不動産デベロッパー向け審査・管理ガイ
ドラインを制定、不動産デベロッパー不良債権回収専
担者２名を設置。

0.3%

2.7%

デフォルト率

3.3％

17.5%

比率

103

( △ 14)

3,061

(＋530)
不動産賃貸業

144

(△190)

821

(△297)
不動産売買業

リスク管理債権残高

(億円)・ ※(  )は前年度比

不動産業・不動産賃貸業向け貸出金残高の推移 不動産売買業向け貸出金への取り組み

不動産賃貸業向け貸出金の状況

１先当たりの貸出金は、不動産売買業の1.2億円であるの
に対して、不動産賃貸業は0.8億円と小口。

リスク管理債権比率は、不動産売買業の17.5%に対して、
不動産賃貸業は3.3%と信用リスクは低い。

デフォルト率(件数)は、不動産売買業の2.7%に対して、
不動産賃貸業は0.3%。
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４. 貸出金の増強 (1)貸出金平均残高の推移４４. . 貸出貸出金金のの増強増強 ((11))貸出金貸出金平均平均残高の推移残高の推移

10年度の貸出金平残は、前年度比339億円減少し1兆3,091億円。

11年度の貸出金平残は、前年度比129億円増加し1兆3,220億円となる見込み。

貸出金平均残高の推移

13,769

13,220
(+129)13,430

13,615

13,091
(▲339)

0

5,000

10,000

15,000

07 08 09 10 11計画

億円
( )内は前年度比
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4.貸出金の増強 (2)中小企業向け貸出金残高の推移44..貸出金の増強貸出金の増強 ((22))中小企業向け貸出金残高の推移中小企業向け貸出金残高の推移

中小企業向け貸出金は、前年度比69億円増加し8,885億円。不良債権償却・回収額は238億円あり、実勢
ベースでは307億円の増加。

中小企業向け貸出金比率は、前年度比0.5%増加し66.3%。

11年度以降も引き続き、中小企業向け貸出金比率は、60%台を維持することを目標。

8,988
8,981

9,032
8,816

8,885

(+69)

238

(▲6)

244

79
145173

64.1 64.1 64.7

66.3

(+0.5)
65.8

06 07 08 09 10 11以降

30

40

50

60

70

%

中小企業向け貸出金残高の推移

( )内は前年度比

60%台

を維持

中小企業向け貸出金残高(左軸)

中小企業向け貸出金比率(右軸)
億円

不良債権償却・回収額(中小企業向け貸出金分)

実勢ベースで307億円増加
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4.貸出金の増強 (3)新規事業所取引先開拓の状況44..貸出金の増強貸出金の増強 ((33))新規事業所取引先開拓の新規事業所取引先開拓の状況状況

10年度の実績は、金額では前年度比69億円増加し796億円。件数では210件減少し2,322件となったも
の、7期連続2,000件以上を開拓。1件当たり金額は、前年度比6百万円増加し34百万円。

808
946

697 727

796
(+69)

2,322
(▲210)

2,302

2,134 2,055
2,532

0

500

1,000

1,500

06 07 08 09 10

0

1,000

2,000

3,000
億円 件

7期連続
2,000件以上

新規開拓件数・金額の推移

( )内は前年度比

金額(左軸)

件数(右軸)

37 46 30 28 34(+6)

1件あたり新規開拓金額(単位：百万円)
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4. 貸出金の増強 (4)住宅ローンの状況44. . 貸出貸出金金のの増強増強 ((44))住宅ローンの住宅ローンの状況状況

10年度の住宅ローン残高は、10年中間比23億円減少し2,856億円。貸出金に占める割合は、10年中間比
0.4%減少し21.3%。うち、借り換え専用住宅ローンは、10年中間比80億円増加し782億円。

10年下期より行ったキャンペーンの効果により、10年中間期から減少率は縮小。

3,187 3,296 3,214 2,996

2,856
(10中間比▲23)
(09比▲140)2,879

702716733698
486

782
(10中間比+80)

22.6
23.5 23.1 22.3

21.3
(10中間比▲0.4)

(09比▲1.0)21.7

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

06 07 08 09 10中間 10

0

10

20

30

億円 %

住宅ローン残高の推移

( )内は前期比

住宅ローン残高(左軸)

貸出金に占める割合(右軸)

借り換え専用住宅ローン残高(左軸)
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5. 有価証券の状況 (1)預証率と残高の推移5.5. 有価証券の状況有価証券の状況 (1)(1)預証率と残高の推移預証率と残高の推移

中小企業向け貸出金を中心に運用を図っているため、10年度の預証率は地銀平均・第二地銀平均を下回る
22.3%。

健全運用を基本方針とし、証券化商品等オルタナティブ投資は行っていない。

有価証券のうち約9割を債券(外国債券を含む)で保有し、その約8割は国債・地方債・政府保証債で運用し信
用リスクを回避、また、約4割は変動利付債で運用し金利上昇リスクを緩和。

2,076 2,107 2,187 2,336
2,022

(▲314)

61 63
69

52 482
(+430)237 286

424
543

853
(+310)

327

147

114
(▲25)

139

193

232 282

308
297

279
(▲18)

2,936 2,933
3,137

3,369

3,751(+382)

0

1,000

2,000

3,000

4,000

06 07 08 09 10

国債 地方債 社債 株式 その他 残高
億円

※全銀協「全国銀行財務諸表分析｣より作成、預証率=有価証券末残÷預金等末残。

10年度の地銀・第二地銀平均は公表前のため未掲載。

17.5 17.5
19.0

20.6

30.5

28.3
26.7

29.0

24.4
23.4

22.1

23.8

22.3
(+1.7)

10

20

30

40

06 07 08 09 10

%

預証率の推移 有価証券残高の推移

地銀平均

第二地銀平均

当行

( )内は前年度比 ( )内は前年度比
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184

151

159
168

18.6

16.5 16.8

15.3 14.0
(▲1.3)

50

150

06 07 08 09 10

0

10

20

億円
％

5. 有価証券の状況 (2)有価証券評価損益55. . 有価証券の状況有価証券の状況 ((22))有価証券評価損益有価証券評価損益

有価証券評価損益 株式の取得原価とTierⅠに対する割合の推移

10年度の有価証券評価損益は前年度比5億円増加し32億円、そのうち、国債・地方債・社債は57億円、
株式は0億円、その他は△25億円。

10年度の株式は、持合解消を図るため保有株式の売却および減損処理により、TierⅠに占める割合は、前年
度比1.3%低下し14.0%。

△ 11

25

143

△ 11

0(+11)
△ 54 △ 65

4
64 57

(▲7)

△ 26
△ 15

△ 5

△ 25
(+1)

32(+5)27
△45

88

△23

△ 100

0

100

200

300

株式 国債・地方債・社債

その他(外国債券等) 評価損益合計

億円

0806 07 09 10

取得原価(左軸)

TierⅠに対する割合(右軸)

( )内は前年度比 ( )内は前年度比

113

(▲38)
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6. 預金の状況66. . 預金預金の状況の状況

16,694

16,771
(+450)16,50016,691 16,321

11,534
(+21)11,513

11,709
11,565

11,391

0

5,000

10,000

15,000

20,000

06 07 08 09 10

10年度の預金末残は、前年度比450億円増加し過去 高の1兆6,771億円となる。個人預金は21億円増加
し1兆1,534億円となる。

10年度の預金平残は、前年度比154億円増加し1兆6,003億円。11年度の預金平残は、前年度比222億円
増加し1兆6,225億円となる見込み。

預金期末残高の推移 預金平均残高の推移

16,003
(+154)

15,977 15,849

16,225
(+222)

16,024

0

5,000

10,000

15,000

20,000

07 08 09 10 11計画

預金末残は過去 高

億円 億円

( )内は前年度比( )内は前年度比

個人預金

預金末残
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331
(+39)

429 443

302 292

332
(+35)

90
103

93

297

0

500

1,000

06 07 08 09 10

(百万円)

7. 投信・保険商品の状況77. . 投信・保険商品の状況投信・保険商品の状況

452 488
412 423

147

170

289

389
(▲34)

396
(+107)

129

0

500

06 07 08 09 10

億円

10年度の投資信託残高は、34億円減少し389億円。保険商品残高は、一時払終身保険の販売好調により
107億円増加し396億円。

10年度の手数料は、投信が前年度比39百万円増加し331百万円。保険商品が35百万円増加し332百万円。

投信・保険商品残高の推移 投信・保険手数料の推移

( )内は前年度比 ( )内は前年度比

投資信託

保険商品

保険商品

投資信託
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8. 自己資本の状況88. . 自己資本の自己資本の状況状況

10年度の自己資本比率は、第一回優先株式200億円を取得・消却し公的資金を完済したことにより、自己
資本比率は、前年度比1.74%低下し9.67%、TierⅠ比率は1.73%低下し7.74%。

統合リスク量(367億円)は、自己資本(TierⅠ 812億円)で十分カバー。

T i e r Ⅰ

10,488(＋77)リ ス ク ア セ ッ ト

812(△174)

1,014(△174)自 己 資 本 額

自己資本比率の推移 統合リスク量と自己資本の比較

10.71 10.90 10.73

8.90 9.06 8.83

9.67
(▲1.74)

11.41

9.47

7.74
(▲1.73)

4

6

8

10

12

06 07 08 09 10

%

812

444

0

500

1000

TierⅠ 統合リスク量

367

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙ･
ﾘｽｸ　48

市場ﾘｽｸ
97

信用ﾘｽｸ
222

億円

バッファー

(億円)

自己資本比率

TierⅠ比率

※信用リスク・市場リスクはVaR、オペリスクは基礎的手法。

( )内は前年度比
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9. 1株当たり純資産額の推移99. 1. 1株当たり純資産額の推移株当たり純資産額の推移

※1株当たり純資産額は普通株式ベースでの数値。

478
(+16)

462

425
474488

180
(▲16)

196

590

343

266

0

200

400

600

800

06 07 08 09 10

円

1株当たり純資産額は、前年度比16円増加し478円となる。

当行の株価と1株当たり純資産額の推移

( )内は前年度比

株価(期末終値)

1株当たり純資産額



Ⅲ．第14次中期経営計画
「New STEP“東日本”」について

ⅢⅢ．．第第1414次次中期経営計画中期経営計画
「「NewNew STEPSTEP““東日本”」東日本”」についてについて
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１．第14次中期経営計画の達成状況について１．第１．第1414次中期経営計画の達成状況について次中期経営計画の達成状況について

第14次中期経営計画においては、貸出金(平均残高)が未達となったものの、それ以外は目標を達成。

9.6%

42億円

117億円

65.0%

337億円

13,091億円

11/3

実績

9.1%
自 己 資 本 比 率

( 公 的 資 金 控 除 後 自 己 資 本 比 率 )

30億円当 期 純 利 益

106億円実 質 業 務 純 益

67.1%O H R

326億円業 務 粗 利 益

13,619億円貸 出 金 ( 平 均 残 高 )

11/3

計画

期別

項目

※ 斜め数字は目標を達成しているもの



Ⅳ．第15次中期経営計画
「Value Up 東日本」について

ⅣⅣ．．第第1515次次中期経営計画中期経営計画
「「ValueValue UpUp 東日本」東日本」についてについて
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1. 新中期経営計画の概要11. . 新新中期経営計画中期経営計画の概要の概要

第第1515次中期経営計画次中期経営計画

「「 ValueValue UpUp 東日本」～新たなる価値向上を目指して～東日本」～新たなる価値向上を目指して～
名 称

2011年4月1日～2014年3月31日(3年間)計画期間

地域社会の繁栄に貢献し、豊かな町づくりに奉仕する

当行の存在意義は「地域密着型金融」の実践

東京を核とした首都圏において、マネージャブルな経営規模を活かし、メガバンクにはな
い｢フェイス・トゥ・フェイス」の関係を重視

その結果、得られた情報をもとに、お客さまのニーズや課題を把握し、これにいち早く対
応することにより、一層の関係強化を実現

当行は「地域密着型金融」を実践することで、地域社会から信頼される銀行になり、地域
社会の繁栄に貢献し、地域社会と共に発展することを標榜

経営理念
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金融環境は、資金需要が弱く、金利競争が激化

お取引先や地域社会も大きな構造変化に直面
当行を取り巻く環境当行を取り巻く環境

各営業店エリアでの存在価値の高い銀行を目指す営業戦略

そのためのインフラであり、より利便性、効率性を追求し
た機械化投資戦略

そして、 も重要な経営資源である人材の育成戦略

長期的な戦略

当行の課題当行の課題

厳しい経営環境下にあっても中小企業貸出を中心とした地
域金融機関としての本来の使命を果たす、そのための安定
した収益構造と財務体質の構築

当行がこれまで培ってきた財産と過去の教訓を生かしてお
客さまの金融ニーズにきめ細かく応えるとともに、取引先
の新規開拓と取引の深耕、新たな成長分野への戦略的な取
り組み

基本的な
考え方
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2. 中期経営計画の数値目標について22. . 中期経営計画の数値目標について中期経営計画の数値目標について

2.5%程度

※2%台前半

8%以上

10%以上

40億円程度

70％台前半

320億円

80%以上

13,400億円

計画 終年度3.7%

※3.0%

不 良 債 権 比 率

( 再 生 法 開 示 債 権 ベ ー ス )

※部分直接償却を実施した場合

計画期間中81.7%預 貸 率 ( 平 均 残 高 )

計画 終年度

計画 終年度

計画期間中の年平均

(債券損益を見込まない)

計画 終年度

計画 終年度

計画 終年度

数値目標

(計画期間：11.4～14.3)

7.7%T i e r Ⅰ 比 率

9.6%自 己 資 本 比 率

42億円

(債券損益18億円を計上)
当 期 純 利 益

68.9%コ ア O H R

318億円コ ア 業 務 粗 利 益

13,091億円貸 出 金 ( 平 均 残 高 )

11/3実績

(スタート時)

期別

項目
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3. 近の主な施策 (融資・預金・サービスほか)33. . 近の主な施策近の主な施策 ((融資・預金・サービスほか融資・預金・サービスほか))

店舗店舗

サービスサービス

預金商品預金商品

融資商品融資商品 ■■ 10.410.4 「借り換え専用アパートローン」取扱開始「借り換え専用アパートローン」取扱開始

■■ 10.410.4 第第33回「東京緑の定期」取扱開始回「東京緑の定期」取扱開始 ⇒⇒ 引き続き引き続き 11.411.4 第第44回「東京緑の定期」取扱開始回「東京緑の定期」取扱開始

■■ 10.1210.12 ＡＴＭ手数料無料化サービス開始ＡＴＭ手数料無料化サービス開始

■■ 店舗のリニューアルをすすめています。店舗のリニューアルをすすめています。

■■ 10.810.8 成長基盤強化支援資金ファンド取扱開始成長基盤強化支援資金ファンド取扱開始

■ 11.411.4 インターネット専用支店「お江戸日本橋支店」開設インターネット専用支店「お江戸日本橋支店」開設

優良アパートローン先の他行借り換え

を推進するためのローン

成長事業分野への支援を図るための特別融資

東京都民銀行、八千代銀行、当行の3行の共同発売している定期預金

預金残高の一部を「緑の東京募金」へ寄付する環境に配慮した商品

当行に、給与振込、年金振込、定期性預金30万円以上ある個人の方を対象に

セブン銀、イオン銀、ゆうちょ銀、ビューカード等、ＡＴＭ手数料を無料

10.4 深川支店(江東区)、11.5 日立支店(茨城県)、

12.秋 尾久支店(荒川区)、13.春 蒲田支店(大田区)

｢環境にやさしい店舗づくり」
店頭窓口を持たない

インターネット専用支店




